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連 載 講 座

国土技術政策総合研究所　下水道研究室長　松宮洋介

第２回　下水道管路に起因する道路陥没

下水道管きょのストックマネジメント

１．はじめに
　第２回目の講座では道路陥没を扱う。まず、昨年
度（平成20年度）、自治体に対して国土交通省が行っ
た道路陥没に係るアンケート調査結果について報告
する。次に、道路陥没のメカニズムについて、文献
調査に基づき報告する。続けて、いくつかの道路陥
没の個別の事例について報告する。さらに、管路の
維持管理の実施状況の全国的傾向を示す。最後に、
まとめとして全体を通して考察する。

２．平成20年度道路陥没全国アンケート調査の
結果

　国交省では、毎年、前年度発生した道路陥没件数
を公表している。この件数集計に際し、様々な観点
から陥没に関してのアンケート調査を自治体にお願
いしている。ここで報告する道路陥没は19年度に発
生したものである。19年度は全部で4769件の道路陥
没が発生した。これら各陥没に対し、発生月日、道
路種別（歩車道区分）、原因施設の布設年度、管種、
本管・取り付け管の区別、管径、土被り、陥没の主
たる原因、本復旧所要時間（日）、工事費用、通行止
め状況等を尋ねた。なお、各アンケート項目に無回
答の場合もあったので、下記のグラフ内の件数を全
部足しても4769件にはならない場合もあることに留
意頂きたい。
　図－１に月ごとの発生件数を示す。なお、発見イ
コール発生としている。月平均で約400件の陥没が生
じている。なかでも７、８月は800件以上発生してお
り、夏場に増える傾向がある。気温だけでなく降雨
が影響していることが推察される。降雨の影響につ
いてはメカニズムのところで述べる。気温が道路陥
没に与える影響は、夏場に路面温度が上昇し、舗装
強度が低下することが関係していると考えられる。
　図－２、３に陥没が起きた道路の種別と歩車道の

区分を示す。市町村道（0.91＝4267/（4267＋223＋162
＋58））、車道（0.88＝4085/（4085＋578））で約９割
の件数が生じている。

　布設経過年数区分（５年毎）別の発生件数を図－
４に示す。経過年数が長くなるほど陥没件数が増え
る傾向を示し、35～39年（1968年～1972年布設）の

図－１　月ごとの道路陥没発生件数

図－２　道路種別の陥没発生件数

図－３　歩車道区分別の陥没発生件数
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管きょの陥没件数が最大となった。これ以降の経過
年数区分の陥没件数は35～39年（1968年～1972年布
設）より低くなった。ここでの陥没件数はあくまで
実数であり、経過年数区分の管きょ延長当たりの陥
没件数でないことに注意する必要がある。管きょ延
長当たり件数は後述する。

　原因施設別の陥没件数を図－５に示す。取付管本体
が原因となった陥没が全体の半分以上（0.52＝2477/
（2477＋848＋…＋７＋２））を占めている。本管と取
付管の接続部など取付管に関係する陥没件数となる
と全体の約２/３（0.66＝（2477＋370＋238＋33）/（2477
＋848＋…＋7＋2））を占めている。陥没は取付管ま
わりが要注意であると言える。

　図－６に本管での管種別の陥没件数を示す。鉄筋
コンクリート管が一番多く、陶管と硬質塩ビ管がほ
ぼ同数で続いている。なお、本陥没件数は各管種の
単位延長当たりの件数ではない。これについては後
述する。
　図－７に取付管の管種別陥没件数を示す。陶管の
件数が2321件で最も多くなっており、主な管種別の

発生件数の割合は硬質塩ビ管を１とした場合に鉄
筋コンクリート管が 1.9（＝501/260）、陶管は 8.9（＝
2321/260）となった。

　本管の管径クラス別の発生件数を図－８に示す。
201～300mmの管径クラスでの陥没件数が最も多く
なっている。

　図－９に陥没の主たる原因別の発生件数を示す。
管のずれ、接合不良が圧倒的に多い。
　図－10に陥没の本復旧所要日数別の発生件数を
示す。約半分の陥没（0.47＝2228/（2228＋598＋49＋
15））において、ごく短時間（１日以内）で本復旧が
行われている。一方で30日を越えるものも15件あっ
た。
　図－11に復旧工事費用別の発生件数を示す。工
事費用が50万円以下の小規模な陥没がほとんど（＝

図－４　布設経過年数区分（５年毎）別の陥没発生件数

図－５　原因施設別の陥没発生件数

図－６　本管の管種別の陥没発生件数

図－７　取付管の管種別の陥没発生件数

図－８　本管の管径クラス別の陥没発生件数
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（678＋1979）/（678＋1979＋161＋49＋20＋4））であ
る。一方で1000万円を超える陥没も４件あった。

　図－12に通行止め状況別の発生件数を示す。片
側交互、片側、全面の順となった。片側交互、片側
は全面通行止めの約２倍（2.2＝1541/710）、約1.5倍
（1.5＝1043/710）の発生件数であった。

　図－13に土被り別の発生件数を示す。約７割（0.66
＝2373/（477＋2373＋435＋296））が１～２mの土被
りの管で生じた陥没であった。

　図－14に布設経過年区分別の管きょ100km当りの
陥没発生件数を示す。全体の平均が100km当り1.2件
であるのに対し、25～29年の区分で1.1件、30～34年
の区分で2.8件となり、30年経過した管きょでの陥没
が急増することが確認できた。30年以降の区分では
経過年数が増えるともに100km当り陥没件数は増加
している。

図－ 10　本復旧所要日数別の陥没発生件数

図－ 11　復旧工事費用別の発生件数

図－ 12　通行止め状況別の発生件数

図－ 13　土被り別の発生件数

図－ 14　布設経過年区分別の管きょ 100km当りの陥
　　　　 没発生件数

図－９　陥没の主たる原因別発生件数
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　図－15に主な管種別（陶管、コンクリート管、硬
質塩ビ管）の本管100km当りの陥没発生件数を示す。
硬質塩ビ管での発生頻度に対し、陶管およびコンク
リート管の発生頻度は約７倍（6.5＝1.23/0.19）、約
３倍（3.4＝0.64/0.19）となった。

３．道路陥没メカニズム
　道路陥没のメカニズムについて、国内２つの文献
２）３）と海外の１つの文献４）からメカニズムを紹介す
る。文献２）は綿密な実験と考察、さらにはわかりや
すい解説図がある。本稿で紹介するのは論文のごく
一部である。全文をWEBからダウンロードできるの
で参考にされたい。文献３）は地盤工学会での発表論
文である。文献４）は英国のWRC（Water Research 
Center, 水環境関連のコンサルタント会社）発刊の管
路の更生マニュアル内の記述である。文献４）は1984
年が初版であり、現在第４版のものが発刊されてい
る。WRCは「発刊以来25年間にわたり、英国および
世界中で下水管の改築修繕を計画する際の重要な書
籍である５）」としている。
　文献２）ではまず、「下水管破損部への土砂の流出
における降雨の影響としては、大まかにわけて以下
の３つ①降雨浸透水の管渠内への流出にともなう土
砂流出・②地下水位上昇による水の管渠内への流出
にともなう土砂流出・③集中豪雨時の管内水の周辺
地盤への流入・排出にともなう土砂流出が主に考え
られる。どのプロセスも詳細については未だ不明な
点が多く未だ概念的な状態である」としている。
　①ついて、図－16を示し、「降雨が地表から浸透
し下水管破損部に流入する過程で土砂が水と共に流
出していくというプロセスである。しかしながら現
在都市部においては地表面の多くが道路舗装をされ
ているため降雨の浸透は発生しにくい可能性が高い」
としている。

　②について、図－17を示し、「普段は埋設管の下
に位置している地下水位が、降雨により上昇するこ
とで地盤の状態が不安定となり下水管破損部から流
出していくというメカニズムである」としている。

　③について、図－18を示し、「特に近年多発して
いる都市部のゲリラ豪雨等集中豪雨時に下水管内の
水が溢れ周囲に流入、降雨が治まるとともに水が流
出するというメカニズムである」としている。
　①の類似プロセスとして、水道等からの漏水が陥
没を誘発している可能性がある。図－19は英国の教
科書６）からのものである。水道や浅埋の下水道管か
らの漏水が、地下深くにある幹線へ流れ込み幹線周
辺部の地盤がゆるむ様子を模式的に示している。な
お、下水管の絵はいずれもレンガ管を示している。
　③のプロセスは雨天時に圧力管状態となる合流式下
水道や分流式下水道の雨水管で生じやすいものと考え
られる。一方、本管の老朽化や誤接合により雨天時不
明水で圧力管になる汚水管でも生じると考えられる。

図－ 15　管種別の本管 100km当りの陥没発生件数

図－ 16　降雨浸透水による空洞形成メカニズム

図－ 17　地下水位上昇による空洞形成メカニズム
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　文献２）ではさらに、図－20のような小型土層実験
装置により、幅５mmのスリットから水の流入と流
出を繰り返すことで地盤に起こる変化を観察してい
る。これは③の現象の再現を行っているものと考え
られる。
　文献２）では、小型実験において、地盤材料や含水
比、相対密度を変化させた様々な条件で地盤形状の変
化を観測し排土量を計測することにより地盤変形・
空洞形成をもたらす要因を考察した結果を図－21～
24で示している。「図－21、24は初期段階から、図
22、23はある程度のサイクルの進展で発生するよ
うになる。サイクルが進むにつれて地盤全体が不安
定となり図－21～24の現象による影響がより大きく
なってくる」としている。

図－ 19　英国レンガ管崩壊メカニズムの概念図

図－ 20　小型土層実験装置

図－ 21　飽和土が間隙水圧の上昇により有効応力を
　　　　 失って落下

図－ 22　給排水の繰り返しでサクションの低下による
　　　　 周辺地盤の不安定化

図－ 18　下水道管からの水の流出入の繰り返しによる
　　　　 空洞形成メカニズム

図－ 23　地盤の崩落
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　文献３）では、X線CTスキャナを用いた実験（装
置：図－25）により、管軸および管周方向に５mm
のクラック等不具合が生じた下水管周辺地盤に発生
するゆるみ領域を三次元的に可視化している。管軸
方向の不具合の場合は、「管模型上方へ楕円状にゆる
みが進展している」（図－26）。管周方向の不具合の
場合は、「土層下端の開口部両側から同心円状にふた
つのゆるみが拡大し、合わさっている」（図－27）。

　文献４）では、図－28～30を示し、管路への不具
合発生から、地盤のゆるみと空洞形成へとつながる
メカニズムを説明している。図－28の不具合発生の
第一段階として、「管の継ぎ手や取り付け管の接合
不良により、浸入水が発生する」としている。図－
29の第二段階は、「地下水浸入、満管時の下水の浸
出、浸入により、周辺地盤材料が管内に吸い込まれ
る。周辺地盤の支持力を失い、管が動き、接合部の
不具合がひどくなる。これにより、周辺地盤材料の
管内に吸い込まれる量も増える」である。図－30の
第三段階は、「不均等な荷重により、管接合部の脱却
が生じ、管体にひびわれ発生。管断面が変形し、破
損発生、たわみ、蛇行が発生。カメラ車が走行不能
になる。管内への周辺地盤材料吸い込みにより、空
洞、ゆるみが拡大する」である。

図－ 24　細粒分の流出

図－ 25　模型実験模式図

図－ 27　管周方向破損密度低下・空洞領域

図－ 26　管軸方向破損密度低下領域・空洞領域

図－ 28　陥没発生メカニズム（第一段階）

図－ 29　陥没発生メカニズム（第二段階）
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４．国内の道路陥没事例
　国内の道路陥没事例から特徴的なものをいくつか
紹介する。なお、ここで紹介するケースは２．で紹
介した20年度調査（19年度発生）のものとは限らな
い。また、自治体名が特定されないよう配慮してい
る。
　１件目は圧送管に起因するコンクリート管の硫化
水素腐食による道路陥没である。陥没時の管内の状
況および復旧工事の様子を図－31に示す。圧送管に
よる硫化水素発生→管腐食→破損→道路陥没の件数
は少ない。たとえば図－５の原因施設別の発生件数
を見ても、圧送管下流は２件しかない。しかし、比
較的大きな管が腐食、破損するので陥没の規模は大
きくなる傾向がある。本陥没の概要を図－32に示
す。本件の特徴は、圧送管の下流といっても400mも
下流の４スパン目で生じたことである。３スパン目
と４スパン目のマンホールには落差が60cmあり、こ
れにより既に発生していた汚水中の硫化水素が放散
され、陥没の原因となったと考えられる。
　２件目について、まずマスコミの報道記事を示す。
　「『○○市で下水管破損し地盤沈下最大30センチ、
道路や家屋に亀裂』
　○○市は21日、同市××の県道地下に埋設した下
水管が破損し、一帯で最大30センチ程度の地盤沈下
が生じていると発表した。道路や家屋にも亀裂が生
じており、○○市は22日から沈下防止の地盤補強と
下水管の補修作業に入る。市下水道保全課によると、
△△小（同所）の南約10メートルの県道□□線と市
道の交差点付近で、直径30メートルの範囲の地盤が
数センチ―30センチ程度が沈下している。県、市道
のほか、駐車場、民家や工場のコンクリート基礎部
分に亀裂が確認された」。
　図－33に本陥没の概要を示す。本件の特徴はシー
ルド工法により布設された管が供用中に陥没を引き
起こしたことである。これらのシールド工法や推進
工法は工事中に掘削機による余掘りにより、陥没を

図－ 30　陥没発生メカニズム（第三段階）

図－ 31　陥没時の管内の状況および復旧工事の様子
　　　　 （事例１）

図－ 32　陥没概要（事例 1）

図－ 33　陥没概要（事例２）
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引き起こすことはしばしばある。図－９の陥没の主
たる原因別の発生件数でも９件が報告されている。
しかし、供用中のものが陥没を起こした例を筆者は
知らない。日本で初めてのケースと思われる。本件
も基本的には管の接合部（人孔とシールド管）の不
具合（亀裂）が起因している。地下水とともに周辺
の地盤（砂）を管内に引き込んで陥没を起こしてい
る。
　３件目の陥没（図－34）は、人身事故（けが）に
繋がった陥没である。1986年布設、土被り1.7m、内
径250mmのヒューム管が腐食により破損し陥没した
とのことである。腐食であるが圧送管とは関係して
いない。この陥没を経験した自治体は、本陥没が初
めての陥没であった。ちなみに２．で示した19年度
に発生した4769件の道路陥没のうち人身事故につな
がったのは本件と次の１件の計２件である。

　本件（図－35）は人身事故につながったとはいえ、
陥没の大きさはかなり小さい。舗装ブロックが少し
沈んだ程度である。取り付け管（陶管）が破損して
上部の砂を引き込んだことが原因である。自転車に
乗っていた主婦が転倒したとのことである。

５．管路の維持管理実施状況
　２．～４．まで道路陥没について様々な角度から紹
介した。では肝心な陥没を防ぐための取り組みはど
うなっているのか？　最も基本的な管路の維持管理
である点検・調査の実施はどうか？　平成19年度に
国土交通省で調べた維持管理の実態（平成18年度の
実施状況）を示す。
　18年度に管路施設を有する全自治体（のべ1495団
体）にアンケートし、集計した結果を表－１に示す。
　表－１中の％は18年度の全国の管路の総延長（約
40万km）に対する各点検・調査の延長の割合であ
る。また表－２に用語の定義を示す。表－１の集計
に当たっては、潜行目視調査とTVカメラ調査は基本
的に対象管径が異なるが同じレベルの詳細な調査と
して、まとめて集計している。
　下水道維持管理指針７）ではマンホール・管内調査
の周期の例として、表－３が掲載されている。現状
では全国平均で見るとマンホール内目視が50年（＝
100/２）に１回、潜行目視とTVカメラ調査の合算
で100年（＝100/１）に１回のペースとなっており、
例とはいえ指針の頻度に比べ著しく少ない。

図－ 34　陥没事故（事例３）

図－ 35　陥没事故（事例４）
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表－２　用語の定義

巡視・点検
管路施設が埋設された道路の状態（本管および取付管埋設位置での路面の状態）・マンホール
のふたの状態・マンホールの内面およびマンホールから目視できる範囲の管面や堆積物あるい
は下水の流下状況を観察することによって、地上から管路施設の状態を把握するための調査

マンホール内目視調査

原則としてマンホール内に調査職員が入り、マンホール内面およびマンホールからライト、鏡
等による管路内の目視点検を行い、可視範囲で直接、管路施設の状態を把握するための調査。
また、マンホール内に調査員が入れない場合等に、伸縮可能な操作棒の先にカメラとライトを
取り付けた簡易カメラを用いて、地上からマンホール内面および管路内の点検を行い、管路施
設の状態を把握するための簡易カメラ調査もこれに含む

潜行目視調査
潜行目視調査とは、内径800mm以上の管きょで歩行可能であれば、調査員が管きょ内を歩行し
て、管きょの劣化状況等を定性的に把握するための調査

テレビカメラ調査

下水道管きょ用TVカメラを用いて、地上からの遠隔操作により間接的に管きょ内の劣化状況
などを把握するための調査。内径150～800mm未満を原則とするが、内径800mm以上の管きょ
で流量が多い場合や危険ガスが予想される場所など、調査員が管きょ内に入ることができない
管路にも用いる

表－３　維持管理指針におけるマンホール・管内調査の周期の例

実施場所 使用開始後経過年 実施周期 備考

マンホール内目視調査 マンホール内および上下流管きょ
0～30年 5年に1回

30年以上 3年に1回

潜行目視調査 内径800mm以上
0～30年 10年に1回 取付管含む

30年以上 7年に1回 取付管含む

テレビカメラ調査 内径800mm未満
0～30年 10年に1回 取付管含む

30年以上 7年に1回 取付管含む

　維持管理の頻度と自治体数の関係を見ると（図－36
～38）、巡視・点検では676団体（45%＝676/1495）、
マンホール内目視では1161団体（28%＝1161/1495）、
潜行目視・テレビカメラ調査では963団体（64%＝
963/1495）が全く実施していない。

６．まとめ
　道路陥没の発生原因としては、管のずれ、接合不
良が圧倒的に多い。管のずれ、接合不良は直接的な
陥没原因となるだけでなく、道路陥没メカニズムに
あるようにクラック、破損、たるみなどの他の不具
合の発生原因ともなるので、早期発見と確実な対処
（改築・修繕）が求められる。

　大きな陥没は多量の土砂を管内に引き込むので、
マンホール内目視で予兆を発見することが可能であ
ろう。しかし、マンホール内目視の実施率は全国平
均で年間２％にしか過ぎず、十分とは言えない。陥
没の具体的事例で示したように、比較的経過年数の
短い管きょや陥没の発生が想定されなかったシール
ド工事による管きょでも陥没が発生している。初め
ての陥没が人身事故となってしまった自治体（事例
３）では、事故を契機にマンホール内目視を徹底し
て実施しているとのことであった。事故を経験して
いない自治体においても本事例を参考に取り組んで
頂きたい。
　潜行目視・TVカメラ調査にいたっては年間１％の

表－１　維持管理の実態（全国平均）

延長 割合

巡視・点検 25,205km 6%

マンホール内目視 6,809km 2%

潜行目視・TVカメラ調査 4,105km 1%
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実施率である。いくつかの自治体からヒアリングし
たところ、①テレカメ調査を定期的に実施するのは
費用的に困難である、②膨大な管路資産に対し、ど
こから調査していいか決められない、③調査を実施
したくても流量が多すぎてできない（幹線）との話
があった。
　①の問題に対処するために、いくつかの自治体で
は簡易カメラを詳細カメラのスクリーニングとして
実施している８）９）。予算不足でTVカメラ調査が未
実施の団体におかれては是非、参考頂きたい。②に
ついては、次回以降に管路のストックマネジメント
として手法を示す。③について、いくつかの機器が
世に出ている10）11）。これら機器の性能確認と普及が
待たれるところである。
　いずれにせよ点検調査は道路陥没のみならず詰ま
り、溢水、浸入水、悪臭など管路の不具合に起因す
るあらゆる問題を未然に防ぐためにも欠かせない。
合理的な点検調査計画を立てることこそが、ストッ
クマネジメントの出発点と考えている。

７．おわりに
　前稿が出版された後、ある読者から「読み物とし
ておもしろかった。次回はストックマネジメントを
進めるためのハウ（HOW、具体的方法）を是非示
して欲しい」と言われた。残念ながら今回も具体的
方法を示していない。しかし、今回は道路陥没およ
び維持管理に係る様々な客観的データを紹介し、考
察することにより目指す方向性は示したつもりであ
る。この方向性に沿って次回は具体的方法を示す。

図－ 36　巡視・点検の年間頻度別自治体数

図－ 37　マンホール内目視の年間頻度別自治体数

図－ 38　潜行目視およびＴＶカメラ調査の年間頻度別
　　　　 自治体数
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